
婦人相談員
全国 １，５１２人

・婦人相談所や
福祉事務所に
配置。

・ＤＶ等に係る相
談・情報提供
等を行う。

福祉事務所（もしくは市町村）
生活保護、母子生活支援施設入所
保育所入所、子育て短期支援事業
母子家庭等日常生活支援事業、
児童扶養手当の支給 等

被
害
女
性

自

立

婦人相談所 ４９か所
・各都道府県 １ヶ所（徳島県のみ３ヶ所）
・ＤＶ等に係る相談・カウンセリング・情報提供
を行う。

・婦人相談所は配偶者暴力相談支援センター
としても位置づけられている。

（配偶者暴力相談支援センターは、婦人相談
所も含め、全国２９２カ所設置）

一時保護所 ４７か所
・婦人相談所に併設 （各都道府県１ヶ所）
・ＤＶ被害等女性、同伴児童に係る短期間の
一時保護を行う。

・保護の期間は概ね２週間程度。
・適切な保護が見込まれる場合、民間シェル
ター、老人福祉施設、障害者支援施設等へ
一時保護委託。

・中長期的な支援が必要な場合、婦人保護施
設への入所措置決定を行う。

母子家庭等就業・自立支援センター：職業相談、就業支援講習会の開催、就業情報の提供等
ハローワーク：マザーズハローワーク等における子育て女性等への就職支援サービスの提供
児童相談所：心理的虐待等を受けた子どもへの心理的ケア、子育て相談等

連

携

・

協

力

他省庁等
関係機関

警 察

裁判所

公営住宅
窓口

等

民間シェルター等
（一時保護委託）

・保護の期間は概ね
２週間程度

婦人保護事業の概要

婦人保護事業
関連

婦人保護事業以
外の厚生労働省
所管事業

婦人保護施設
３９都道府県
４７か所

・ＤＶ被害女性等に係
る生活支援・心理的
ケア・自立支援を行
う。

・支援期間は中長期
で、概ね１ヶ月以
上。

母子生活支援施設
生活支援
子育て支援
心理的ケア
自立支援

（注）婦人相談員、婦人相談所及び婦人保護施設の数は平成３１年４月１日現在。配偶者暴力相談支援センターの数は令和２年４月１日現在

○婦人保護事業関連施設と、ひとり親家庭の支援施策など婦人保護事業以外の厚生労働省所管事業を組み合わせて被害女性
の自立に向けた支援を実施。必要に応じ、関係省庁等とも連携して対応。

【支援対象】
・DV被害女性

・ストーカー被
害女性

・性暴力被害
女性

・人身取引被
害女性 等
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婦人相談所における一時保護の理由
○ 「夫等からの暴力」を理由とする保護が全体の６９．４％を占めている。

○ 「夫等」「子・親・親族」「交際相手等」の３つを合わせて、全体の８３．７％を暴力被害が占めてい
る。

子・親・親族からの暴力
３９８人（９．８％）

交際相手等からの暴力
１７９人（４．４％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）
６８人（１．７％）

その他の人間関係
４６人（１．１％）

住居問題・
帰住先なし
４０９人

（１０．１％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

２３人（０．６％）
経済関係

２３人（０．６％）

男女・性の問題
（うちストーカー被害49人を含む）

９２人（２．３％）

夫等からの暴力
２，８１４人
（６９．４％）

平成３０年度 合計：４，０５２人（実人数）

（厚生労働省家庭福祉課調べ）

（一時保護委託も含む。）

2


Graph1

		夫等からの暴力

		子・親・親族からの暴力

		交際相手等からの暴力

		暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

		男女・性の問題（売春含む）

		上記以外の人間関係

		住居問題・帰住先なし

		医療関係（精神、妊娠・出産を含む）

		経済関係



列1

2814

398

179

68

92

46

409

23

23



Sheet1

				列1
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婦人相談所における一時保護の理由（年齢別）

夫等からの暴力
９人

（２７．３％）

住居問題・帰住先なし
３人（９．１％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

１人（３．０％）

男女・性の問題
（ストーカー被害を含む）

２人（６．１％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

５人（１５．２％）
交際相手等からの暴力

２人（６．１％）

子・親・親族からの暴力
８人

（２４．２％）

（厚生労働省家庭福祉課調べ）

１８歳未満

夫等からの暴力
３０人

（１６．７％）

子・親・親族からの暴力
７９人

（４３．９％）
交際相手等からの暴力

１６人（８．９％）

男女・性の問題
（ストーカー被害を含む）

６人（３．３％）

住居問題・帰住先なし
３１人（１７．２％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

３人
（１．６７％）

経済関係
５人（２．８％）

３３人 １８０人

１８～２０歳未満

２０～４０歳未満

夫等からの暴力
１，６４１人
（７４．６％）

２，２００人

子・親・親族からの暴力
１３０人（５．９％）

交際相手等からの暴力
９３人（４．２％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

３９人（１．８％）

男女・性の問題
（ストーカー被害を含む）

５８人（２．６％）

その他の人間関係
２３人（１．０％）

住居問題・帰住先なし
１９９人（９．０％）

経済関係
８人

（０．４％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

９人（０．４％）

１，６３７人

夫等からの暴力
１，１３４人
（６９．３％）

子・親・親族からの暴力
１８１人（１１．１％）

交際相手等からの暴力
６８人（４．２％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

１９人（１．２％）

男女・性の問題
（ストーカー被害を含む）

２６人
（１．６％）

その他の人間関係
１５人（０．９％）

住居問題・帰住先なし
１７５人（１０．７％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

９人（０．５％）

経済関係
１０人

（０．６％）

４０歳以上

その他の人間関係
３人（９．１％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

５人（２．８％）

その他の人間関係
５人（２．８％）

○ １８歳未満は、全体の０．８％。保護理由では、夫等からの暴力２７．３％、子・親・親族からの暴力２４．２％の順で多い。
○ １８歳以上２０歳未満は、全体の４．４％。保護理由では、子・親・親族からの暴力４３．９％、住居問題・帰住先なし１７．２％の順で多い。
○ ２０歳以上４０歳未満は、全体の５４．３％と最も多い。保護理由では、夫等からの暴力７４．６％、住居問題・帰住先なし９．０％の順で多い。
○ ４０歳以上は、全体の４０．４％。保護理由では、夫等からの暴力５９．３％、子・親・親族からの暴力１１．１％の順で多い。

※年齢不明：2人
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○婦人相談所により一時保護された女性は４，０５２人。同伴家族の数が３，５３６人で、
合計７，５８８人となっている。（一時保護委託を含む。）

○一時保護の人数は平成１３年度から平成１６年度にかけて増加し、その後は横ばい傾向が続い

たが、平成２７年度からは減少している。

6,261 6,447 6,541 6,449 6,359 6,478 6,613 6,625 6,357 6,059 6,189 6,125 5,808 5,117 4,624 4,172 4,052 

4,642 5,029 5,518 5,285 5,478 5,529 5,532 5,535 5,509 
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3,793 3,536 
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（実人数）

10,903
11,476

同伴家族一時保護された女性

12,059 11,83711,734
12,00712,145 12,160 11,866

7,965

11,246
11,565

婦人相談所による一時保護者数の推移
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11,082

9,694

8,642
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（厚生労働省家庭福祉課調べ） 4
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		同伴家族		4,642		5,029		5,518		5,285		5,478		5,529		5,532		5,535		5,509		5,187		5,376		5,498		5,274		4,577		4,018		3,793		3,536







一時保護の同意が得られないケース

（出典）「婦人保護事業等における支援実態等に関する調査研究」（平成29年度先駆的ケア策定・検証調査事業）

【複数回答】
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「困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会」について
【趣 旨】
◆ 婦人保護事業は、昭和31年に制定された売春防止法に基づき、売春を行うおそれのある女子を保護する事業として発足した。
◆ しかし、その後、支援ニーズの多様化に伴い、家庭関係の破綻や生活困窮等の問題を抱える女性に事業対象を拡大してきた。また、関係
法令により、平成13年からはDV被害者、平成16年からは人身取引被害者、平成25年からはストーカー被害者が、それぞれ事業対象として
明確化され、現に支援や保護を必要とする女性の支援に大きな役割を果たすようになった。
◆ このような経緯から、与党や関係者からは、制定以来抜本的な見直しが行われていない売春防止法の規定を含め、婦人保護事業のあり
方を見直すべきとの問題提起がなされている。こうしたことを踏まえ、今後の困難な問題を抱える女性への支援のあり方について検討する。

１．検討会開催経過
○第1回（平成30年7月30日）
・座長の選任について ・今後の進め方について

○第5回（平成30年11月26日）
・中間的な論点の整理（今後議論する論点について）
※ 「通知改正や予算の要求を通じて対応可能な事項は、厚生労働省において、
先んじての対応を行うことを検討すべきである。」とされている。

○第6回（平成31年2月27日）
・運用面等における改善事項について検討開始

○第7回（令和元年5月28日）
・運用面における改善事項のとりまとめ

○第8回（令和元年8月30日）
・これまでの議論の整理（たたき台）

○第9回（令和元年10月４日）
・中間まとめについて

２．主な検討事項
○ 対象とする「女性」の範囲・支援内容
○ 婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設の役割や機能
○ 他法他施策との関係や根拠法の見直し

困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会
構成員
（五十音順、◎座長、○座長代理、敬称略）

大谷 恭子 弁護士（アリエ法律事務所）
戒能 民江 お茶の水女子大学名誉教授
加茂 登志子 若松町こころとひふのクリニックPCIT研修センター長
近藤 恵子 NPO法人全国女性シェルターネット理事

○新保 美香 明治学院大学社会学部教授
菅田 賢治 全国母子生活支援施設協議会会長
高橋 亜美 アフターケア相談所ゆずりは所長
橘 ジュン NPO法人BONDプロジェクト代表
田中 由美 大阪府福祉部子ども室家庭支援課長
仁藤 夢乃 一般社団法人Colabo代表
野坂 洋子 昭和女子大学人間社会学部助教

◎堀 千鶴子 城西国際大学福祉総合学部教授
松岡 康弘 名古屋市子ども青少年局子育て支援部子ども福祉課主幹
松本 周子 全国婦人相談員連絡協議会会長
三木 明香 婦人相談所長全国連絡会議会長
村木 太郎 一般社団法人若草プロジェクト理事
横田 千代子 全国婦人保護施設等連絡協議会会長

（オブザーバー）
内閣府、法務省、警察庁
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困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会 中間まとめ＜概要＞
第１ 婦人保護事業の現状と課題
○ 婦人保護事業は、昭和31年制定の売春防止法に基づき、売春を行うおそれのある女子を保護する事業として発足したが、その後支援ニーズは多様化。
○ 事業開始当初は想定されなかった、性暴力・性被害に遭った10代の女性への支援や、近年では、ＡＶ出演強要、ＪＫビジネス問題への対応が必要。

第２ 婦人保護事業の運用面における見直し
○ 婦人保護事業の運用面について、他法他施策優先の取扱いの見直しや、一時保護委託の対象拡大と積極的活用など、10項目の運用面の改善を行うこ
ととされている。

第３ 婦人保護事業の見直しに関する新たな制度の基本的な考え方
（１）困難な問題を抱える女性を支援する制度の必要性
○ 性差に起因して社会的に様々な困難な問題に直面する女性を対象とした包括的な支援制度が必要。

（２）新たな枠組みの必要性
○ 女性が抱える困難な問題は、売春防止法を根拠とした従来の枠組みでの対応は限界。法制度上も売春防止法ではなく、新たな枠組みの構築が必要。
○ 売春防止法の第４章の廃止のほか、その他の規定の見直しも検討すべきだが、時間を要するのであれば、新たな枠組みの構築を急ぐべき。

（３）新たな制度の下で提供される支援のあり方
○ 若年女性への対応など、専門的な支援の包括的な提供。
○ 行政・民間団体を通した多機関における連携・協働を通じた、早期かつ、切れ目ない支援。
○ 婦人相談所（一時保護所）、婦人相談員及び婦人保護施設の名称を見直し。利用者の実情に応じた必要な支援を柔軟に担える仕組みや体制。
○ 施設入所だけでなく、通所やアウトリーチなど、伴走型支援。未成年の若年女性に対する広域的な情報共有や連携。同伴する児童についての支援対象と
しての位置付けの明確化。

（４）国及び地方公共団体の役割の考え方
○ 国及び地方公共団体の役割や位置付けの明確化。
○ 基本的な方針のもと、都道府県と市町村の各々の役割や強みを活かし、地域の実情に応じた支援体制の計画的な構築。

（５）地方公共団体と民間団体の連携・協働のあり方
○ 地方公共団体等と民間団体の連携・協働。

（６）教育啓発、調査研究、人材育成等
○ 教育、啓発、調査研究、人材の養成、確保及び資質向上の推進。

（７）関連する他制度との連携等のあり方
○ 関連する他制度に基づく支援との連携・調整等を推進する仕組みづくり、法的なトラブルを抱えている場合の専門的な相談窓口への連携等。

第４ 今後の対応について
○ 新たな制度の構築に向けて、第３の基本的な考え方に沿って、検討を更に加速し、ＤＶ防止法等の既存の法体系との関係にも留意しつつ、具体的な制
度設計等が進められ、できるだけ早く実現することを強く期待。

※「困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会」は、厚生労働省子ども家庭局長が、有識者等の参集を求め、平成30年７月に設置。中間まとめは、本検討会により、令和元年10
月11日に取りまとめられたもの。 7



婦人保護事業の運用面における見直し方針について
（令和元年6月21日 厚生労働省子ども家庭局）

１ 他法他施策優先の取扱いの見直し
○ 婦人保護事業の対象となる女性の範囲については、平成14年 の局長通知（※）で示しているが、このうち、「家庭関係の破綻、生
活の困窮等正常な社会生活を営む上で困難な問題を有する者」については、「その問題を解決すべき機関が他にないために、現に保護、
援助を必要とする状態にあると認められる者」としている。この結果、婦人相談所や婦人保護施設等において支援を受けるべき女性が
他法他施策の事業に回され、婦人相談所の一時保護や婦人保護施設による支援に結びつかないといった実態がある。
このため、通知改正を行い、一人ひとりに寄り添った支援ができるよう、関係機関との十分な連携・調整の上で、必要な他法他施策

も活用しながら、婦人保護事業による支援が適切に提供されるようにする。
※「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の施行に対応した婦人保護事業の実施について（平成14年雇児発第0329003号雇用均等・児童家庭局長通知）

２ 一時保護委託の対象拡大と積極的活用
①一時保護委託の対象拡大等
○ 婦人相談所が行う一時保護については、一定の要件に該当する者について適切な保護が見込まれる場合には一時保護の委託が可能
であり、保護が必要な若年被害女性などへの本人の意向も踏まえた適切な支援を進めるため、民間支援団体に対する一時保護委託の
積極的な活用が図られるよう周知徹底する。
また、定員を超えた場合のみ一時保護委託が可能である対象者についても、本人の意向、状態及び状況等を踏まえた一時保護委託

が可能となるよう対象者の拡大を図り、より適切な支援が行えるようにする。

○ 一時保護委託の対象者の拡大に当たっては、一時保護を委託された施設が、必要に応じて婦人相談所の医学的 又は心理学的専門
機能を活用することができるようにするとともに、入所者の処遇等について、婦人相談所と一時保護を委託された施設との間でケー
ス会議を開催するなど緊密な連携が図られるよう周知徹底する。

②一時保護委託契約施設における一時保護開始手続きの再周知
○ 被害者が一時保護委託契約施設に、直接一時保護を求めた場合に、婦人相談所への来所を求めている実態があるが、この場合、当
該施設において、速やかに被害者の安全を確保したうえで、婦人相談所が一時保護の要否の判断等を行うこととしていることについ
て改めて周知し、被害者の負担軽減が図られるよう徹底する。
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３ 婦人保護施設の周知・理解、利用促進
○ 様々な困難を抱える女性への支援を担う婦人保護施設の役割及び支援の内容についての理解の促進を図るため、厚生労働省ホーム
ページやソーシャルメディアにおいて婦人保護施設の機能や取組等に関する情報提供を行うなどにより、市区町村の相談機関等をはじ
め、一層の周知に取り組む。
さらに、婦人保護施設の利用に当たっての分かりやすいパンフレットの作成等により、婦人保護施設への理解を広げる。
また、婦人保護施設での支援や生活を入所前にイメージが持てるような方法等について検討する。

○ 民間シェルター等の一時保護委託先からの婦人保護施設への直接入所措置について、柔軟な運用を促す。

○ 支援を必要とする若年妊婦等について、婦人相談所や児童相談所に対し、婦人保護施設への一時保護委託の積極的な活用を促す。

４ 携帯電話等の通信機器の使用制限等の見直し
○ 携帯電話等の通信機器については、位置検索機能やＳＮＳによる情報発信機能等により、ＤＶやストーカー等の加害者が、被害者の
居場所を特定し追跡することから、利用について一律に制限されていることがある。一方で、被害女性の自立に向けた求職活動や、学
校・職場への復帰に際しての連絡等においては、携帯電話等の通信機器の使用が必要であることから、携帯電話等の通信機器の取扱い
等に関する調査研究を実施した上で、安全性も考慮した新たな運用方法について検討し、一律に制限される取扱いを見直す。

○ また、外出規制などの集団生活上の制限についても、その実態を把握の上、合理性、妥当性の観点から、留意点を整理する。

５ 広域的な連携・民間支援団体との連携強化
○ 全国知事会の下、都道府県間で申合せがなされている、配偶者からの暴力の被害者の一時保護に係る広域連携を実効性のあるものと
なるよう推進する。また、若年女性からの相談等に対応して多様な支援を行う民間支援団体が、当該若年女性が居住する地域の婦人相
談所、婦人相談員に、ケースを円滑につなぐことができるよう、当事者本位の視点から、婦人相談所等と民間支援団体との情報の共有
等による広域的な連携や必要な支援のあり方について、「若年被害女性等支援モデル事業」の実施状況も踏まえ検討する。

６ SNSを活用した相談体制の充実
○ 若年層のコミュニケーション手段の中心となっているＳＮＳを活用した相談体制を導入することにより、それを入り口として若年層
をはじめとした困難を抱えた女性が支援に円滑につながるよう、ＳＮＳを活用した相談窓口の安全な開設、人材育成及び運用方法、若
年層特有の課題やその背景についての十分な理解を前提とした相談後の関係機関との連携等について調査研究を実施し、相談体制の充
実を図る。 9



７ 一時保護解除後のフォローアップ体制等の拡充
○ 一時保護退所後の支援の充実を図るとともに、保護命令期間経過後の支援の実態について把握し、必要な支援方策について検討す
る。

○ また、婦人保護施設等退所後のアフターケアや、入所中の心身の健康の回復及び自立の促進を図るため、現在行っている「婦人保護
施設退所者自立生活援助事業」、「ＤＶ被害者等自立生活援助モデル事業」、「地域生活移行支援事業」等の更なる充実や民間支援団
体を活用した事業の委託などについて検討する。

８ 児童相談所との連携強化等
①ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化、体制強化
○ 第198回国会（通常国会）に提出した「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律案」には、婦人相
談所、婦人相談員は児童虐待の早期発見に努めるとともに、児童相談所等はＤＶ被害者の適切な保護について協力するよう努めるこ
ととするなど、ＤＶ対策と児童虐待防止対策との連携強化の規定を盛り込んでいる。これを踏まえ、婦人相談員等の要保護児童対策
地域協議会への積極的な参加について、地方自治体に協力を求める。

○ 「児童虐待防止対策の抜本的強化について」（平成３１年３月１９日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）に基づき、Ｄ
Ｖ被害者に同伴する子どもの支援の充実を図るため、婦人相談所に児童相談所等の関係機関と連携するコーディネーターを配置する
ほか、同伴児童も含めて適切な環境において保護することができるよう、心理的ケアや個別対応を含めた体制整備を進めるととも
に、専門職の配置基準や基準単価の見直し等について検討する。また、ＤＶと児童虐待の特性・関連性に関する理解を促進し、ＤＶ
対応を行う機関と児童虐待への対応を行う機関のそれぞれの情報を包括的にアセスメントするリスク判断の手法や、各機関の連携方
法を含めた適切な対応の在り方について、ガイドラインを策定する。

②婦人相談員の処遇について
○ 婦人相談員の処遇については、平成２９年度及び平成３０年度に実施した手当額の拡充をはじめとして、その実態や専門性を踏ま
え、適切な対応について検討する。併せて、研修の充実等による専門性の向上を図る

９ 婦人保護事業実施要領の見直し
○ 当面の対応として、売春防止法等の規定に基づく用語を除き、支援の実態にそぐわない用語や表現について、検討会での議論を踏ま
えた適正化のための整理を行う。
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10 母子生活支援施設の活用促進
○ 配偶者のない女子及びその者の監護すべき児童について、母子生活支援施設による支援が適当な場合は、婦人相談所長は、売春防止
法第３６条の２の規定により、児童福祉法に基づく母子保護の実施に係る都道府県又は市町村（特別区を含む。）の長に報告し、又は
通知しなければならないことについて改めて周知する。

○ また、妊婦については、婦人保護施設での対応のほか、婦人相談所から母子生活支援施設への一時保護委託を行い、出産後は、通常
の入所に切り替えることが可能であることについても改めて周知し、妊娠段階から出産後まで一貫した母子の支援を行うことを促すと
ともに、その状況について把握する。
なお、一定期間の養育ののち母子分離となり退所した場合は、その後の母子への支援も重要であるため、必要に応じて婦人相談所及

び児童相談所等の連携が図られるよう周知する。
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○アセスメントツール・ガイドライン概要

（１）連携を判断するためのアセスメントツール

児童相談所は、児童虐待事案において、保護者へのＤＶが絡んでい

るケースが多いことを念頭に、以下の項目を中心にアセスメントする必
要がある。

＜虐待被害児童の保護者へのＤＶチェックリスト＞

※アセスメントするうえでの留意点

・支配的な関係性が生じているか否かをみようとすること

・支配的な関係が生じているときには、家族内の情報を知るうえでの攻
防的な壁があることを念頭に評価・介入の方法を工夫

・被害者が援助者に困ったことを訴えられないようにする状況を作る

・子どもという被害者とＤＶ被害親という２つの被害の評価と対応につい
て調整する 等

DV対応と児童虐待対応の連携強化に関する調査研究

ＤＶや児童虐待の関係機関相互の連携体制の強化を図り、支援の充実に資することを目的として、が適切な連携を図るため、各機関の連携方法に

ついて事例収集、分析等を通じて、ＤＶ・児童虐待を包括的にアセスメントするためのツール・ガイドラインを作成する。

令和元年度子ども・子育て
支援推進調査研究事業

委託機関：エム・アール・アイ リサーチサソシエイツ株式会社

（２）連携におけるガイドライン

要保護児童対策地域協議会の枠組みを中心とした、児童相談所及び
配偶者暴力相談支援センターの連携の流れは以下のとおり。

＜児童相談所と配偶者暴力相談支援センターの連携フロー＞

子ども本人 保護者、家族・親 近隣住民・知人
医療機関・幼稚園・保育所
学校・施設・警察等

DV被害者本人

児童相談所又は
自治体の児童虐待担当

配偶者暴力相談支援センター又は
自治体のDV担当

要保護児童対策地域協議会

通告
要支援者の情報提供

相談
相談

個別ケース検討会議の開催
●ケースの情報共有・共通理解
●各機関の役割分担の確認

進行管理会議の開催
●主担当機関の決定・支援方針の検討
●定期的な進行管理による連絡調整と情報交換

受理会議
●重症度・緊急度を判断
●支援方針を決定

支援方針や対応を検討

速やかな実情把握
（子どもの安全確認と周辺調査等）

速やかな実情把握
（DV被害者の安全確認と周辺調査等）

要保護児童対策地域協議会を通じた児童相談所と配偶者暴力相談支援センターの情報共有・連携により、
母子の一体的な支援が可能

状況を踏まえた
児童・DV被害者の支援

児童相談所、婦人相談所、婦人保護
施設、民間シェルター等による一時保護、
母子保護等

警察による被害者の保護 医療機関による治療

様々な支援メニュー

緊急時の連携

緊急度合が下がった段階でのネットワーク連携
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（１）死亡事例
厚生労働省が、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）に対する調査により把握した、平成

30年４月１日から平成31年３月31日までの間に発生し、又は表面化した子ども虐待による死亡事例64例（73人）を対象とした。

※未遂とは、親は生存したが子どもは死亡した事例をいう。
※（ ）内は、都道府県等が虐待による死亡と断定できないと報告のあった事例について、本委員会にて検証を行い、虐待死として検証すべきと判断
された事例数

（２）重症事例（死亡に至らなかった事例）
厚生労働省が、都道府県等に対する調査により把握した、平成30年４月１日から６月30日までの間に全国の児童相談所が虐待

相談として受理した事例の中で、同年９月１日時点までに「身体的虐待」等による生命の危険にかかわる受傷又は「養育の放棄・
怠慢」等のために衰弱死の危険性があった事例７例（７人）を対象とした。

【参考】死亡事例数及び人数（第１次報告から第1５次報告）

1

区分

第１６次報告 （参考）第１５次報告

心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

（未遂を含む）

計
心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

（未遂を含む）

計

例数 ５１（22） １３（2） ６４（24） ５０（23） ８（0） ５８（23）

人数 ５４（22） １９（3） ７３（25） ５２（23） １３（0） ６５（23）

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

心中

以外
心中 計

例 数 24 － 24 48 5 53 51 19 70 52 48 100 73 42 115 64 43 107 47 30 77 45 37 82 56 29 85 49 29 78 36 27 63 43 21 64 48 24 72 49 18 67 50 8 58

人 数 25 － 25 50 8 58 56 30 86 61 65 126 78 64 142 67 61 128 49 39 88 51 47 98 58 41 99 51 39 90 36 33 69 44 27 71 52 32 84 49 28 77 52 13 65

第５次報告

(平成21年7月)

第６次報告

(平成22年7月)

第７次報告

(平成23年7月)

第８次報告

(平成24年7月)

H19.1.1～

H20.3.31

（1年3か月間）

H20.4.1～

H21.3.31

（1年間）

H21.4.1～

H22.3.31

（1年間）

H22.4.1～

H23.3.31

（1年間）

第９次報告

(平成25年7月)

第１０次報告

(平成26年9月)

H26.4.1～

H27.3.31

（1年間）

H24.4.1～

H25.3.31

（1年間）

第１１次報告

(平成27年10月)

H25.4.1～

H26.3.31

（1年間）

第１２次報告

(平成28年9月)

H23.4.1～

H24.3.31

（1年間）

第１次報告

(平成17年4月)

第２次報告

(平成18年3月)

第３次報告

(平成19年6月)

第４次報告

(平成20年3月)

H15.7.1～

H15.12.31

（6か月間）

H16.1.1～

H16.12.31

（1年間）

H17.1.1～

H17.12.31

（1年間）

H18.1.1～

H18.12.31

（1年間）

第１5次報告

(令和元年8月)

H29.4.1～

H30.3.31

（1年間）

第１4次報告

(平成30年8月)

H28.4.1～

H29.3.31

（1年間）

第１3次報告

(平成29年8月)

H27.4.1～

H28.3.31

（1年間）

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第1６次報告）の概要
社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会【令和２年９月】

１．検証対象
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○ 死亡した子どもの年齢 「０歳」･･･22例・22人（40.7％）
（０歳のうち月齢０か月児が７例・７人（31.8％））

○ 主な虐待の類型 「ネグレクト」･･･25例・25人（46.3％）
「身体的虐待」･･･22例・23人（42.6％）

（「不明」･･･４例・６人（11.1％））

＊第1次～第15次報告ではネグレクトよりも身体的虐待の人数・割合が多かったが、

第16次報告ではネグレクトが身体的虐待の人数・割合を上回った。

○ 直接の死因 「頭部外傷」･･･10例・10人（28.6％※）
○ 主たる加害者 「実母」･･･24例・25人（46.3％）

「実父」･･･９例・９人（16.7％）

○ 加害の動機 「保護を怠ったことによる死亡」･･･８例・８人（14.8％）
「しつけのつもり」･･･３例・３人（5.6％）

○ 妊娠期・周産期における問題 「遺棄」･･･17例・19人（35.2％）
（複数回答） 「予期しない妊娠/計画していない妊娠」･･･13例・13人（24.1%）

「妊婦健診未受診」･･･12例・12人（22.2％）

○ 乳幼児健康診査の受診状況 「３～４か月児健診」の未受診者･･･４人（16.0％※）
「１歳６か月児健診」の未受診者･･･２人（12.5%※）

「３歳児健診」の未受診者･･･１人（10.0％※）

○ 養育者（実母）の心理的・精神的問題等 「養育能力の低さ」･･･11例・11人（22.0％）
（複数回答） 「育児不安」･･･６例・６人（12.0%）

「うつ状態」･･･６例・７人（12.0％）

(「養育能力の低さ」とは、子どもの成長発達を促すために必要な関わり(授乳や

食事、保清、情緒的な要求への応答、子どもの体調変化の把握、安全面への配慮

等）が適切にできない場合としている。)

○ 関係機関の関与 児童相談所の関与ありが15例（29.4％）、市区町村（虐待対応担当部署）の関与ありが16例（31.4％）

（重複あり） であった。

児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）の両方の関与ありが10例（19.6％）であった。

何らかの機関（児童相談所、市区町村、保健センター等）が関与していた事例は35例（68.6％）であった。

0か月児事例７例については関係機関の関与無しが６例(85.7%)、関与ありが１例（14.3％）であった。

○ 要保護児童対策地域協議会 対象とされていた事例は９例（17.6％）であった。

2

（１）心中以外の虐待死（51例・54人）各項目において人数・割合が多かったものを主に掲載

２．死亡事例（64例・73人）の分析

※ この割合は「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した有効割合



○ 死亡した子どもの年齢 「０歳」･･･６例・６人（31.6％）
「６歳」「９歳」「10歳」･･･各２例・２人（10.5％）

○ 直接の死因 「頚部絞扼による窒息」･･･３例・５人（29.4％※）
「溺水」･･･４例・５人（29.4％※）
「中毒（火災によるものを除く）」･･･２例・5人（29.4％※）

○ 主たる加害者 「実母」･･･９例・13人（68.4％）
○ 加害の動機（複数回答） 「保護者自身の精神疾患、精神不安」･･･６例・11人（57.9％）

「育児不安や育児負担感」･･･５例・７人（36.8％）

○ 関係機関の関与（重複あり） 児童相談所の関与ありが１例（7.7％）、市区町村（虐待対応担当部署）の関与ありが２例（15.4％）

であった。児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）の両方の関与ありが１例（7.7％）であった。
○ 要保護児童対策地域協議会 対象とされていた事例はなかった。

○ 重症となった子どもの年齢 「０歳」･･･４例・４人（月齢０か月、1か月、2か月、3か月児がそれぞれ１例・１人）

○ 虐待の類型 「身体的虐待」･･･４例・４人
○ 直接の受傷要因 「頭部外傷」･･･５例・５人
○ 主たる加害者 「実母」･･･４例・４人、「実父」･･･３例・3人
○ 関係機関の関与 （重症の受傷以前） 児童相談所の関与事例はなく、市区町村（虐待対応担当部署）の関与ありが１例であった。

○ 要保護児童対策地域協議会 受傷前に対象とされていた事例は１例・１人であった。

（特定妊婦が１例・１人）

○ 重症となった受傷後の対応状況
・重症となった受傷後に医療機関へ入院した事例は７例・７人全てであった。

・このうち、入院の対応をした診療科は「小児科」が５例・５人と最も多かった。

・医療機関に委託一時保護をした事例は４例・４人であった。

・受傷後に要保護児童対策地域協議会の対象とされた事例は６例・６人であった。

・平成30年９月１日時点で加害者と同居していない事例は５例・５人であった。

このうち、援助方針として「家族再統合」が３例・３人であった。

・検証の実施状況について、行政機関内部における検証を実施した事例は２例・２人、第三者による検証を実施中の事例は１例・１人であった。

3

（２）心中による虐待死（13例・19人）各項目において人数・割合が多かったものを主に掲載

※ この割合は「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した有効割合

３．重症事例（７例・７人）の分析
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【事例１】きょうだいの虐待通告があった後に、養父が男児に身体的虐待を行い死亡させた事例
【事例２】要保護児童対策地域協議会の対象となっていた長男を、実父が自宅に放置し死亡させた事例
【事例３】きょうだいが措置入所している双子の児に、実母が十分な栄養を与えず死亡させた事例
【事例４】母子生活支援施設において、実母が長女に身体的虐待を行い死亡させた事例

①家庭環境や保護者の特性を踏まえたアセスメント・支援（全事例）

○家族形態の変化後は家族全体の相互作用の変化と、養育能力を確認しな

がら支援する

○家族の状況は親族を含めた関係者からも情報を得て判断する

○保護者に会えず親子の生活状況が判然としない場合は、リスクが高まっ

ていると認識し、期間を決めた組織的対応を検討する

○保護者理解のためには関係機関の情報を共有し、多角的な視点をもって

アセスメントし支援につなげる

○民間の支援事業も活用した保護者支援の取組を検討する

④きょうだいに虐待が疑われている家庭への対応（事例１、３）

○けがの状態と保護者の説明が一致しない場合等、その他のきょうだいに

ついてのリスクも含めた家族全体のアセスメント・評価を行う

○きょうだいに虐待の疑いが続く場合、リスクアセスメントシートの活用

といった、客観的なアセスメントと評価を行う

○きょうだいへの虐待があることはリスクが高まる要因と認識し、支援の

優先度をあげる対応を検討する

②関係機関間の連携の在り方と要保護児童対策地域協議会等の有効活用

（事例１、２、３）

○特定妊婦の出産後の養育状況は、短期間で支援の要否を判断せず、継続

的に具体的な対応を行い判断する

○出産後の養育に困難が生じる可能性があることから、妊娠中から市区町

村や関係機関と児童相談所が協力してリスク判断や支援策を協議する

○居所が一定しない特定妊婦について、出産後の生活を考慮し、妊娠中か

ら母子生活支援施設等に入所しても、出産前後で支援担当者の連続性が

保たれる仕組みを検討する

４．個別ヒアリング調査結果の分析

○ 検証対象事例のうち、特徴的で、かつ、特に重大であると考えられる事例（４例）について、都道府県・市区町村及び関係機関等
を対象に、事例発生当時の状況や対応等の詳細に関してヒアリング調査を実施した。

③関係機関における虐待予防の視点をもった対応（事例１、２）

○虐待を発見しやすい立場にある者に対しては、虐待対応能力の向上のた

めの研修の充実が必要である

○子どもに対応する機関は、子どものけがはリスクが高いと認識し、きょ

うだいも含めてけがが続く場合には、児童相談所や市区町村への通告等

を検討する

○子どもに対応する機関は、子どもがけが等をしている場合には、子ども

自身から状況を聞くことを徹底する

⑥児童相談所・市区町村・母子生活支援施設の連携の在り方（事例４）

○支援方針について市区町村と児童相談所は対等な関係で話し合いを持つ

○児童相談所は知り得た情報の中に虐待リスクがあると判断した場合には、

関係機関にその判断を積極的に助言する

○児童相談所が権限を行使する場合、市町区村からの情報や依頼であって

も改めてアセスメントを実施し、援助の必要性、支援方針を決定する

○母子生活支援施設入所時の援助の実施主体と管轄児童相談所が異なる場

合は、支援方針や役割分担について、より一層、意識の共有や協議を行う

○社会福祉施設入所者に対する虐待対応の在り方を検討する

（１）事例の概要

（２）各事例が抱える問題点とその対応策のまとめ

⑤特定妊婦の支援について（事例２、３、４）

○見守りは、誰が・何を・どのように見守り、関係機関に連絡を行う具体

的な目安等を明確にしておく

○サポートによりリスクが軽減されている場合は、サポート実施機関の対

応能力、サポートが途切れた場合の対応を事前に関係機関間で共有する

○各関係機関の役割分担を明確にするため、要保護児童対策地域協議会個

別ケース検討会議の活用や、有効な要保護児童対策地域協議会の在り方

を検討する
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近年の虐待死事例においてＤＶの課題を指摘されている事例があることを受け、心中以外の虐待死事例で、分析が可能であった第５
～15次報告の587人について実母がDＶを受けた経験について確認した。
その結果、「未記入」19人「不明」298人を除くと、実母がＤＶを受けた経験あり51人（18.9％）・経験なし219人（81.1％）で
あった。本特集では「実母がＤＶを受けている」事例と「実母がＤＶを受けていない」事例と比較し、その傾向を確認した。

５.【特集】「実母がＤＶを受けている」事例

（１）結果
各項目において構成割合が多かった項目を主に掲載 ※未記入・不明を除く。色の付いた項目は「実母がDVを受けていない」事例と比べ割合が大きいものを示す

項目 区分 DVなし DVあり 項目 区分 DVなし DVあり

① 死亡した子どもの ０歳 51.1% 45.1% ⑨ 養育者（実母）の心理的・ なし 64.8% 51.0%

死亡時の年齢 １歳 13.2% 17.6% 精神的問題等　高い依存性 あり 7.8% 23.5%

３歳 10.0% 9.8% ⑩ 虐待通告の有無 通告なし 72.6% 52.9%

② 主たる加害者 実母 77.6% 54.9% 通告あり 27.4% 47.1%

(複数回答)　 実父 23.3% 35.3% ⑪ 児童相談所の関与の 関与なし 41.1% 33.3%

実母の交際相手 5.0% 25.5% 状況 関与あり 16.0% 31.4%

③ 養育者の世帯の状況 実父母 52.5% 49.0% ⑫ 市区町村（虐待対応 関与あり 21.9% 37.3%

一人親（未婚） 15.1% 15.7% 担当部署）の関与状況 関与なし 34.2% 27.5%

内縁関係 4.6% 13.7% ⑬ 確認された虐待の期間 ～１か月以内 59.4% 45.1%

一人親（離婚） 13.7% 9.8% ６か月以上 10.0% 21.6%

④ 家庭の経済状況 非課税(所得割・均等割ともに) 14.6% 25.5% １か月～６か月以内 17.8% 19.6%

課税(年収500万円未満) 25.1% 23.5% ⑭ 子どもに対する しつけのつもり 10.0% 25.5%

生活保護世帯 11.4% 23.5% 加害の動機 泣き止まないことに苛立つ 15.1% 17.6%

⑤ 家庭の地域社会との 乏しい 23.3% 39.2% その他 15.5% 13.7%

接触状況 ほとんど無い 27.9% 35.3% ⑮ 養育者（実父）の心理的・精神的問題等

ふつう 32.0% 17.6% 衝動性 あり 8.7% 23.5%

⑥ 家庭の親族との ふつう 46.1% 37.3% なし 36.1% 15.7%

接触状況 乏しい 18.7% 31.4% 攻撃性 あり 9.1% 27.5%

ほとんど無い 11.0% 13.7% なし 35.6% 15.7%

⑦ 実母の年齢 20～24歳 23.3% 41.2% 怒りのコントロール不全 あり 7.8% 27.5%

(子ども死亡時) 30～34歳 17.8% 19.6% なし 36.5% 11.8%

25～29歳 21.9% 17.6% 感情の起伏が激しい あり 8.2% 25.5%

⑧ 実母の10代での 経験あり 32.0% 60.8% なし 37.4% 21.6%

妊娠・出産の経験 経験なし 56.6% 29.4%
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○全体の結果について、都道府県等に対する調査により把握した内容をみると「実母がＤＶを受けている」経験が「不明」である事例が半数以上を

占める。対象とした事例には日齢０日での死亡など、家庭の詳細な状況を把握することが難しい事例も含まれているが、子ども虐待に対応してい

る関係機関がＤＶの情報を十分に把握できていない可能性も考えられる。

○このことから、今回の結果については「実母がＤＶを受けている」事例を全て把握できていない可能性もあるが、その経験の有無について判明し

ている事例を比較すると、「ＤＶあり」の事例について以下のことが言える。

●10代での妊娠・出産の経験のある実母が多く、未婚の一人親や内縁関係といった、子育てへの支援が必要と考えられる家庭が多い。

●地域社会や親族との接触は乏しい傾向にある。

●主たる加害者は、実父母を除くと実母の交際相手が多い。

●児童相談所や市区町村虐待対応部署のかかわりがある割合や、確認された虐待の期間が６か月以上の割合は「ＤＶなし」の事例よりも多い。

●実母の高い依存性、実父や実父母以外の虐待者の衝動性・攻撃性・怒りのコントロール不全がみられる。

○ＤＶのある家庭では、加害者により被害者が社会や親族から孤立させられてしまうことがある。実母がＤＶを受けている事例では、ＤＶに加え、

実母自身の社会経験の少なさやパートナーとの関係性等が相まって安定した家族関係を築くことに難しさを抱え、家族が社会や親族から孤立して

いった（孤立させられた）場合に、子ども虐待が深刻な結果になる場合が多いのではないかと考えられる。

○子どもの安心・安全を第一とする児童福祉の関与において、家庭内におけるＤＶ被害の積極的な調査やかかわりは困難を感じるかもしれない。

しかし、ＤＶがある家庭での子どもへの影響を念頭に、児童福祉の場面においても、ＤＶがある家庭での家族の関係を包括したアセスメントや支

援の実施を心がける必要がある。

○その際、ＤＶ被害者の「暴力がなくなったから」などの発言を根拠に「現在は暴力がなくなったので問題ない」といったアセスメントではなく、

ＤＶがある家庭における「支配者」と「被支配者」という関係性を念頭に対応する必要がある。

○家族への支援においてＤＶ加害者の情報を得ることも大切ではあるが、その行為が逆にＤＶ被害者に更なる被害をもたらすこともあるという認識

を持ち、子どもを守ると同時に、ＤＶ被害者を守るという視点を持ち支援することが必要である。

○令和元年の児童福祉法等改正法では、児童虐待防止対策とＤＶ対策との連携について法定化された。その趣旨を推進するため、関係機関がＤＶと

子ども虐待の関係についての知識をもってアプローチをすること、その際、配偶者暴力相談支援センターなど、ＤＶ対応の知識や経験が豊富な関

係機関と役割分担して対応する取り組みを進めることが必要である。

○関係機関間の役割分担に際しては、要保護児童対策地域協議会等の活用が考えられるが、その際、既に要保護児童対策地域協議会設置・運営指針

に示されているとおり事案に対する主担当と、関係機関間で情報を共有すべき徴候などを、事前に申し合わせておくことも重要である。

○ＤＶ被害者は“自分が暴力を受けている”という関係性に気付いていない場合もあることから、子ども虐待に対応する機関においては、ＤＶを受け

ている保護者に対して、子どもを守れていない状況があることを伝えていくとともに、関係機関との連携のもと、ＤＶの加害者や被害者がその関

係から回復していくためのエンパワーメントについても検討してほしい。

（２）考察（実母にDVを受けた経験がある事例に関するもの）



１ 虐待の発生予防及び早期発見

① 妊娠期から支援を必要とする養育者への支援の強化

・予期しない妊娠や子育てに関する相談がしやすいSNS等の活用等

も含めた相談支援体制整備の検討

・若年者や外国人にも届きやすい妊娠・出産や経済的支援等に関す

る情報の発信

・特定妊婦に対する市区町村母子保健担当部署等と、市区町村虐待

対応担当部署や児童相談所等が連携した支援

・「子育て世代包括支援センター」の設置、アウトリーチ型支援

の検討

② 乳幼児健康診査未受診等や居所の実態が把握できない子ども・

家庭に対する虐待予防の視点をもった支援の実施

③ きょうだいへの虐待がみられた家庭への支援

④ 精神疾患等により養育支援が必要と判断される養育者への

対応

・医療機関との連携及び関係機関と協働した支援

・関係機関の精神疾患に関する知識と対応の充実

⑤ 保護者及び関係機関を対象とした虐待の予防につながる知識の

普及・啓発

・不適切な養育や発達段階を考慮した子育てについての保護者への

周知

・関係機関への虐待に関する知識や責務についての周知

２ 関係機関の連携及び役割分担による切れ目のない支援

① 複数の関係機関が関与する事例における連携の強化

・関係機関間で見守る場合の見守り内容の明確化

・要保護児童対策地域協議会等により共有した情報の適切な活用、

役割分担の徹底

・民間のサポート事業等も活用した支援

② 一時保護実施・解除時、施設入所・退所時、里親委託時の適切な

アセスメントの実施と確実な継続支援の実施

③ 不適切な養育につながる可能性がある事例に対する医療機関退院

後の切れ目ない支援の実施
7

地方公共団体への提言６．課題と提言

３ 要保護児童対策地域協議会対象ケースの転居・転園（校）情報を関

係機関間で共有する体制の構築と確実な継続支援の実施

・転居・転園（校）前後の具体的な情報の共有、転居・転園（校）

を確実に把握し、支援が継続できる仕組みづくりの検討

４ 母子生活支援施設入所中の対応と支援

・児童相談所による積極的な関係機関への助言・情報提供

・児童相談所、市区町村、母子生活支援施設の連携と、各機関の

情報やアセスメントを尊重した支援方針の決定

５ 児童相談所及び市区町村職員による多角的・客観的なリスクアセス

メントの実施と進行管理

① 多角的・客観的なアセスメントの実施

・関係機関の情報を統合した家族全体のアセスメントの実施

・子どもの意見の適切な聴取と意見を尊重した対応

② 関係機関からの情報を活かした組織的な進行管理の実施

６ 児童相談所及び市区町村の相談体制の強化と職員の資質向上

① 専門職の配置も含めた相談体制の充実と強化

・弁護士や医師等の専門職の知見を活かしたソーシャルワークの

実施

② 適切な対応につなげるための相談技術の向上

・ＤＶと虐待に密接な関係があること等、対応に留意すべき点を

念頭においた情報の収集

・子ども虐待で対応すべき基本的な事項について適切な対応ができ

ているか、改めて点検を実施

・各機関の役割を踏まえた研修の実施及び受講の推進

７ 虐待防止を目的とした検証の積極的な実施と検証結果の活用

① 検証の積極的な実施

・子どもに虐待を行った者の思いの積極的な聴取と支援策への活用

② 検証結果の虐待対応への活用
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１ 虐待の発生予防及び発生時の的確な対応

① 妊娠期から出産後までの切れ目のない支援体制の整備

・ 妊娠中からの母子生活支援施設等の活用や妊娠中から出産後まで連続性をもった支援の推進

・ 予期しない妊娠／計画していない妊娠に対するアウトリーチ型支援等の推進

② 精神疾患等のある養育者等への相談・支援体制の強化

・ 精神疾患等や家族支援に関する関係職員の知識を深める研修等の推進

③ 虐待の早期発見及び早期対応のための周知・啓発の推進

・ 子どもへの体罰禁止の周知徹底と体罰によらない子育ての推進

・ 乳幼児健康診査未受診者等への適切な取組の推進

２ 虐待対応における児童相談所と市区町村やその他の機関との連携強化の推進

・ 虐待対応とＤＶ対応を包括した支援の推進

３ 児童相談所・市区町村職員の人員体制強化及び専門性の確保と資質の向上

・ ソーシャルワークを担う人材の資質向上の推進

・ 市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進

４ 要保護児童対策地域協議会の効果的運用の推進と体制整備

・ 要保護児童対策地域協議会の効果的運用を行うための支援

５ 入所措置解除時及び解除後、母子生活支援施設等入所中の支援体制の整備

・ 措置解除後を見越した継続支援や親子関係再構築の取組の促進

・ 母子生活支援施設等入所中に養育状況が不安定になった場合の関係機関間の連携の促進

６ 医療機関退院後の継続支援の促進

・ 不適切な養育につながる可能性がある事例における退院後の切れ目ない支援の促進

７ 地域をまたがる（転居）事例への適切な対応の推進

・ 転居等における事例移管時の情報共有システム構築の推進

８ 再発防止を目的とした検証の積極的な実施と検証結果の活用促進

・ 検証結果を活用した研修等の推進

９ 子ども自身の意見を適切に表明できる仕組みの検討

・ 子どもの保護及び支援にあたって子ども自身の意見を適切に表明できる仕組みの在り方を検討

国への提言



○ 子どもの身体、特に、顔や首、頭等に外傷が認められる

○ 一定期間の体重増加不良や低栄養状態が認められる

○ 子どもが学校・保育所等を不明確・不自然な理由で休む

○ 施設等への入退所を繰り返している

○ 一時保護等の措置を解除し家庭復帰後６か月以内の死亡事案が多い

○ きょうだいに虐待があった

○ 子どもが保護を求めている

○ 児童委員、近隣住民等から様子が気にかかる旨の情報提供がある

○ 生活上に何らかの困難を抱えている

○ 転居を繰り返している

○ 社会的な支援、親族等から孤立している（させられている）

○ 家族関係や家族構造に変化があった

○ 関係機関や関係部署が把握している情報を共有できず得られた
情報を統合し虐待発生のリスクを認識できなかった

○ 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）に
おける検討の対象事例になっていなかった

○ 家族全体を捉えたリスクアセスメントが不足しており、危機感が
希薄であった

○ スクリーニングの結果を必要な支援や迅速な対応に結びつけて
いなかった

○ 転居時に十分な引継ぎが行えていなかった
○ 転居や家族関係の変化の把握ができていなかった

○ 妊娠の届出がなされておらず、母子健康手帳
が未発行である

○ 妊婦健康診査が未受診である又は受診回数が
極端に少ない

○ 関係機関からの連絡を拒否している
（途中から関係が変化した場合も含む）

○ 予期しない妊娠／計画していない妊娠

○ 医師、助産師の立会いなく自宅等で出産

○ 乳幼児健康診査や就学時の健康診断が未受診
である又は予防接種が未接種である
（途中から受診しなくなった場合も含む）

○ 精神疾患や抑うつ状態（産後うつ、

マタニティブルーズ等）がある

○ 過去に自殺企図がある

○ 養育者がDVの問題を抱えている

○ 子どもの発達等に関する強い不安や悩みを抱
えている

○ 家庭として養育能力の不足等がある若年
（10代）妊娠

○ 子どもを保護してほしい等、養育者が自ら相
談してくる

○ 虐待が疑われるにもかかわらず養育者が虐待
を否定

○ 訪問等をしても子どもに会わせない

○ 多胎児を含む複数人の子どもがいる

○ 安全でない環境に子どもだけを置いている

※子どもが低年齢・未就園である場合や離婚等によるひとり親である場合に、上記ポイントに該当するときには、特に注意して対応する必要がある。
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養育者の側面 子どもの側面

生活環境等の側面

援助過程の側面

第1次から第１６次報告を踏まえて
子ども虐待による死亡事例等を防ぐためのリスクとして留意すべきポイント

※下線部分は、第1６次報告より追加した留意すべきポイント
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